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適切な距離の学生に依頼可能な 
実験協力者募集システムの実装と複数研究室での運用 

 

樋川一幸†1 中村聡史†1 
 

概要：研究における実験協力者の募集には様々な苦労がある．大学の研究室などでは身近な人に直接協力を依頼する
ことが多いが，利益相反の問題などがあり頼むことのできる人数が限られている．そのため，適切な距離の学生に声

をかけることが重要である．また，実験協力者プールシステムがある場合はそれを利用する方法もあるが，ウェブや

メールといった媒体のものが一般的であり，学生にとっては使いづらさがある．我々はこうした問題を解決するため，
適切な距離の学生が気軽に利用できる実験協力者募集 Bot を提案しプロトタイプシステムを実装し，運用を行ってき

た．本稿では，手法のより詳細な有用性と特性について分析を行うため，複数の研究室で運用を行う．運用の結果，

研究室，時間帯，実験内容，報酬の有無によって集まる早さ，人数については大きな差はないことが明らかになった．
また，他の実験協力者の募集方法に比べて研究室に所属していない学生が気軽に参加できるため，研究室や研究への

理解や興味が深まることもわかった． 
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1. はじめに 

 人にまつわる研究の実験において実験協力者を募集する

機会は多くあり，実験協力者の募集という行為は実験を成

立させるための重要な要素である．しかし，実験協力者を

募集する方法は様々あり，方法によっては手間や時間がか

かり苦労することも珍しくない．この苦労の原因として，

実験協力者は誰でも良いというわけではないことがあげら

れる．実験に必要な条件をクリアする人や，実験の目的に

沿った人でなければならず，望ましくない選択効果を避け，

公正な実験を行うためにはその実験の目的に沿った適切な

実験協力者を集める必要がある．また，研究成果を発表す

るための学会参加や卒業論文などには締め切りがあるため，

実験に費やすことのできる時間が限られている．そのため，

実験協力者の募集は手短に済ませることが望ましい．特に，

大学の研究室の学生は実験を実施する機会が多いにも関わ

らず，実験を募集するノウハウが少なく，実験を募集する

方法が研究室で確立されていないことなども多い．我々は，

大学の研究室の学生による実験協力者の募集がしやすくな

るような仕組みの実現を目指している． 
 ここで，多くの大学の研究室で行われている方法として，

研究室のメンバに頼む，友人や知人に頼む，または別の研

究室に頼みに行くといった実験者が自らのコミュニティ内

の人物に直接連絡を取るというものがあげられる．このよ

うな募集方法を本稿では「直接募集」と呼ぶ．直接募集は

特別な準備が必要ないため募集を実行するためのハードル

が低く，直接相手に連絡を送るため，無視されることは少

ない．しかし，連絡を 1 人ずつに送信する手間がかかると

いう大きな問題がある．そのうえ，募集対象が実験者の身

近な人物が多くなるため，実験内容や実験者と実験協力者

の関係性によっては結果に望ましくない効果がかかってし

まう可能性がある．また，実験協力は実験倫理の観点から
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自由意志による参加でなければならないが，直接募集は参

加を断りづらい雰囲気や状況を作ってしまう原因にもなり

かねない． 
 一方，Amazon Mechanical Turk[1]をはじめとするクラウ

ドソーシングなどの，オンラインで実験協力者を集める方

法も現在盛んに行われている．しかし，この方法は世界中

の不特定多数の人を募集対象とするため，実験環境の制御

のしづらさがあることや，オンライン上での実験しか行え

ないことなどがあり，汎用的な方法ではない．これは，実

験者と実験協力者の関係性が遠すぎることが原因である．

つまり，実験においては，実験者と実験協力者の物理的な

距離と心理的な関係性が近すぎず遠すぎない，適切な距離

の人物を集めることが望ましい場合が多いといえる． 
 適切な距離の人物を集められる方法として，大学や研究

室で運用されている実験協力者プールシステムがある．実

験協力者プールシステムは，あらかじめシステムに登録し

ているユーザに実験募集を送る仕組みである．この方法は

システムに学生を中心とした大学の関係者にあらかじめ登

録してもらうことで，適切な距離の関係性の実験協力者を

集めることができる．ここで，実験協力者プールはウェブ

サービスやメーリングリストといった形式で運用している

ものがほとんどであるが，2019 年の Mailchimp の調査[2]で
は，商用メールの開封率は業界全体での平均で 21.3%であ

ることからも実験協力者集めは容易ではないといえる．ま

た，そもそも実験協力者プールのためのシステムを運用す

るのは容易ではない． 
 ここで多くの人は，LINE や Twitter，Slack などのサービ

スに登録し，アプリケーションを利用して他者とのコミュ

ニケーションを取っている．普段コミュニケーションのた

めに利用されるサービスやアプリケーションは，コミュニ

ケーションチャネルとも呼ばれる．コミュニケーションチ
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ャネルは日常的に使用しているため，起動までのハードル

が低く，通知に気づきやすいという特徴がある．2019 年の

東京工科大学の調査[3]によると，学部の新入生が，家族や

友人との連絡に使っているツールについて，メールと回答

している割合は，2014 年の 71.4%から 2019 年には 24.8%と

大きく減少しており，一方 LINE と回答している割合は毎

年上昇し，2019 年には 95.9%にまで増加している．このこ

とから，学生はメールをコミュニケーションチャネルとし

て利用しなくなっていることがわかる． 
 LINEやTwitter，Slackなどではユーザとの対話を行うBot
の開発が可能であり，その対話によってユーザに何らかの

行動を促すことも可能である．実際に，日常的に利用する

ツール内で Bot が何らかの提示を行うことにより，ユーザ

の行動を促すことを目指した研究は多い[6][7]．また，Bot
はユーザの行動に対して機械的に振る舞うことをユーザが

知っているため，人と話す時よりも肯定的な反応を示し，

気楽に振る舞うことを報告している研究もある[10][11]．こ
れらのことから，実験協力者の募集や，実験協力の意思表

明を，このコミュニケーションチャネル内で完結させるこ

とができれば，学生が気づきやすく，実験協力へのハード

ルを低くしつつ，協力を断ることも気兼ねなくできる実験

協力者募集が可能になると期待される． 
 これまで我々は，図 1 のように研究室ごとにコミュニケ

ーションチャネル内で Bot を介して実験協力者を募集でき

る手法を提案および運用してきた[4][5]．一般ユーザ（学生）

は Bot を登録することで気軽にその研究室の実験協力者プ

ールに登録でき，実験者は研究室に所属していない適切な

距離の学生を集めることが可能となる．また，プロトタイ

プシステムの 2 ヶ月間の短期間の運用を行ってきた．しか

し，実験者と実験協力者の連絡が取りづらいことや，これ

までの実装では新たな研究室に手法を導入することが難し

いという問題があった．そこで本稿では，これまでのプロ

トタイプシステムの改善と，自身が所属する研究室への導

入を誰にでも可能とする仕組みを実現し，複数の研究室に

本システムを導入し運用を行う．この運用によって，本手

法のさらなる有用性や特性を明らかにする． 

 

2. 関連研究 

 人が日常的に利用するツールで何らかの提示を行いユー

ザの行動を促すことを目的とした研究は多い．Kim ら[6]は，

Web での調査を Bot の会話インターフェース上で行い，デ

ータを収集する新たな手法を提案している．また実験によ

り，Bot とカジュアルに話すことで直線回答などの不誠実

な回答を行うユーザを Web での調査と比較して低減する

ことができ，得られるデータの質が向上したことを報告し

ている．岡ら[7]は，プログラミング学習者が実践的なソー

スコードに触れることを促進するシステムを提案し，日常

的に使用するツールである Slack からシステムを利用でき

るようにしている．こうした研究から，日常的に利用して

いるツールはユーザが頻繁に利用し，使い慣れているため，

タスクへの集中や学習などにも役立つことがわかる．我々

も，ユーザが日常的に利用するコミュニケーションチャネ

ルに着目し，実験協力の募集を Bot の会話インターフェー

ス上で受信できるようにすることで反応が早くなることや

自分に向けられたものと理解して捉えられるようになるこ

とを目指す． 
 Bot に対する人の振る舞いについての研究も数多く存在

する．Jenkins ら[8]は，Web ページ上で案内などを行う商用

Bot と人が実際に行うオペレーションを比較して，ユーザ

の振る舞いを比較している．この研究では，Bot が人と同

じような対応をすることをユーザが雑談を行うなどして期

待していることを明らかにしている．Hill ら[9]は，IM（イ

ンスタントメッセージ）における人と人のチャットと，人

とチャット Bot によるチャットを比較している．その結果，

相手が Bot だとわかっていながら，メッセージ数が多くな

ることや，Bot がおかしな発言をした際にも非ネイティブ

スピーカや子どもに対応するように優しく対処していたこ

とを報告している．Hasler ら[10]は，アバタが行き交う仮想

世界内で，Bot アバタによるサーベイの自動化を行ってい

る．サーベイに回答したユーザは，人が操作するアバタに

比べ，Bot アバタによる調査の方が肯定的な反応をしてい

ることを明らかにしている．金子ら[11]は，組織内のタスク

の指名と指示を行うことでタスクへの意思決定を担う Bot
システム osa を提案している．osa によってタスクを指名，

指示されることにユーザは嫌悪感を示さず，指示を拒否す

ることに抵抗を感じなかったことを明らかにしており，Bot
が相手であることにより意思決定への負担を軽減できてい

たとしている．また，Bot をあえてしゃべり口調せず，機械

的に実装したことによる効果もあった可能性を議論してい

る．これらの研究より，本研究では Bot で実験協力者を募

集することにより，直接募集よりも実験者との関係性をユ

ーザは気にせず実験募集に対しての意思決定を気軽に行え

ることが期待できる． 
 実験という行為の支援を行う新たなシステムの提案や推

 
図 1 研究室ごとで運用するイメージ 
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奨を行っている研究もある．Greiner[12]は，実験協力者プー

ルの中からランダムに募集することにより，望ましくない

選択効果を最小限にする機能を実現するとともに，約束を

したのにも関わらず，実験に協力しなかった回数が多いユ

ーザを省く機能やデータ分析の機能などを実装したシステ

ム ORSEE を提案している．ORSEE により，直接募集のよ

うな古典的な募集方法より時間やコストの削減が行え，実

験から分析までの手順を体系化することによる様々なメリ

ットがあることを報告している．Palan ら[13]は，Amazon 
Mechanical Turk が科学的な実験に向けられて作られていな

いことや，報酬の支払いに関する明確な基準がないことを

指摘し，科学的な実験に向けて作られている実験協力者プ

ールシステムである Profilic を利用することを推奨してい

る．Profilic の利点は，過去の実験協力の情報から募集範囲

を事前にスクリーニングする機能があることや，報酬に関

しての明確なガイドラインが用意されていることがあげら

れる．こうした研究は実験という行為全体の効率化を目的

としており，実験協力者の募集行為自体には触れられてお

らず，より早くより多くの実験協力者を募集することにつ

いては議論されていない．一方で，我々は実験協力者プー

ルのユーザが募集に気づきやすく，気軽に協力の意思決定

を行うことで実験の支援を行うシステムを実装している． 
 

3. 実験協力者募集システムの改良 

 実験協力者の募集の作成や実験協力者の管理を行うため

のシステム[4][5]は，我々はこれまで実験者側のシステムを

ウェブシステムとして実装してきた．また実験協力者の募

集を受け取ることができるシステムは，LINE アプリ内で

動作する LINE Bot として実装してきた．ユーザは LINE Bot
でともだち登録（LINE 上でのアカウントの登録の呼称）す

るだけで実験協力者プールに登録することができる．また，

実験協力者はこの Bot を介して実験者が実験協力者に実験

依頼などが可能となる（図 2）． 
 ここで，これまでのシステムは他の研究室で運用するこ

とができなかった．そこでこのシステムを誰もが自身の研

究室に導入できるよう改良を行った．また，これまでのシ

ステムには実験協力者として個を指名可能であったという

問題点があったため，匿名化した． 

                                                             
i) https://exameister.com 

 
 研究室単位で Bot を管理し，実験者が実験の募集の作成

や実験協力者の管理を行うため，研究室の ID を作り，実験

協力者募集が可能なウェブシステムを開発した[i]．このシ

ステムを利用する際はまず，研究室の代表者が LINE 
Developers[14]より LINE Bot を開設し，アカウントごとに

発行される情報を登録フォームにて入力する．登録フォー

ムでは他に，研究室内で共有するためのログイン ID とパ

スワードの登録を行う．ここで，システムが Webhook のた

めの一意な URL が発行するため，その情報を開設した

LINE Bot に LINE Developers で設定することで導入が完了

する．次に研究室内でシステム導入時に設定する研究室 ID
とパスワードを共有し，それらを入力することでシステム

に研究室のメンバとしてログインすることができる．研究

室のメンバとしてログインした後はさらに Google アカウ

ントでのログインを行い，実験者個人の識別を行う．実際

のシステムの画面を図 3 に示す．実験協力者を募集するに

は，以下の項目を入力する． 
l 連絡先メールアドレス（任意） 
l 実験タイトル（40 文字以内） 
l 説明（60 文字以内） 
l 参加者へのメッセージ（任意） 
l 実験協力募集の送信メンバ選択 
l 参加定員数 

  
図 2 Bot とのトーク画面 
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 実験タイトルと説明の文字制限は，LINE 上で表示する

際の制限によるものである．参加者へのメッセージは，実

験に参加したユーザだけが見ることができるメッセージで

ある．これを設定することにより，実験者は実験協力者に

指示を出したりウェブアンケートの回答を依頼したりする

ことが可能である．依頼の送信先は，Bot アカウントをと

もだち登録しているユーザの学年，性別，年齢，実験協力

数，実験完了数，最後に Bot を使用した時間が表示され，

それらを参考に選ぶことができる．ここで，特定の個人を

選んで募集をかけられないようにするため，実験協力募集

時には LINE アカウント名は伏せられており，Bot アカウ

ントのともだち登録の解除やブロックをしたユーザは除外

されて表示される．なお，実験者と実験協力者間は，Bot 内
で完結する連絡方法の実装を行っている．これにより，実

験協力者は連絡先を交換せずに実験者との連絡を取ること

ができる． 
 

4. 運用結果 

4.1 概要 
 本システムをまず著者らの所属する研究室に導入し，そ

の後，他研究室に導入してもらうことにより，本手法の有

用性や特性の調査を行った．ここでは，明治大学総合数理

学部先端メディアサイエンス学科内の複数の研究室に順次

導入してもらった．システムは 2018 年 11 月 16 日から現

在も稼働中である．本稿では，これまでのプロトタイプシ

ステム[4][5]の運用開始から 2019 年 12 月 10 日までの約 13
ヶ月間の期間についての運用結果の分析をまとめて行う． 
 なお，著者らが所属する研究室の Bot の登録者を集める

ため，同大学の学部 1 年生の必修科目の授業内で 2018 年

度と 2019 年度に告知を 1 度ずつ行い，さらに研究室前に

ポスターを掲示した．また，新たな研究室に本システムを

導入した際には，著者らの所属する研究室の Bot の登録者

に対し，新しい研究室の Bot アカウントの告知を行った．

12 月 10 日までに本システムを利用し，実験協力者を募集

した実験者と Bot アカウントの登録者を対象にアンケート

を実施することで，実験者と Bot 登録者の利用状況につい

ても分析を行う． 
4.2 募集の結果 
 2019 年 12 月 10 日時点で，著者らが所属する学科内の 15
研究室の内，7 つの研究室で本システムが導入され，5 つの

研究室で実験協力者の募集が行われた．そのうち 4 つの研

究室はこちらから依頼したものであり，残りの 1 つはその

研究室から依頼されたものであった．表 1 は募集を行った

研究室ごとの運用の結果を集計したものであり，表中の A
は著者らの所属研究室，B〜E は他の研究室である．表中の

総登録者は，登録解除者も含めた期間中の登録者数を表し

ており，表中括弧内は分析時点で研究室に所属していない

学部生（本学科では学部 1，2 年生）の人数である．なお，

今回の分析の対象は運用開始から 2019 年 12 月 4 日までの

ものとし，A の研究室の 2 件の募集については募集時刻が

記録できていなかったため，以降の結果から除外した． 

 
 期間中に行われた実験協力者の募集に対して，全 Bot 登
録者の累計で 1519 回の Bot 登録者の実験参加，不参加の

 
図 3 実験者側ウェブシステム画面 

表 1 研究室ごとの運用結果 
 導入日数 総登録者 参加経験 登録解除 募集件数 

A 389 182 (124) 135 (99) 18 (6) 60 

B 161 116 (85) 64 (41) 4 (3) 5 

C 50 55 (41) 15 (10) 0 (0) 1 

D 43 66 (49) 19 (16) 0 (0) 2 

E 7 51 (39) 10 (9) 0 (0) 1 

括弧内は学部 1，2 年生の数 
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意思表示が行われていた．このうち約 95%の意思表示は募

集開始から 15 日以内のものであった．図 4 は実験協力者

の意思表示の 1 日ごとの度数分布図である．また，募集開

始から 1 日（24 時間）以内の意思表示は 1237 件あり，そ

のうちの 902 件は 1 時間以内，さらにそのうちの 606 件は

10 分以内の意思表示であった． 

 
 定員に到達した 15 件の実験協力者募集については，設

定された定員数によって参加率が正しく算出できないため

以降の結果から除き，これらの募集についての分析は後述

する．表 2 は，期間中の実験協力参加状況である．表中の

参加離脱率は，参加した人に対して参加の意思表示を行っ

た後に参加をキャンセルした人の割合を表している．最終

参加率は，募集人数に対しての参加離脱者を除いた分析時

点での参加状態にあった人の割合を表している． 

 
 次に，研究室別の運用結果について述べる．B〜E の研究

室については，導入からの日が浅く実験募集件数が少ない

ため，まとめて分析を行う．そこで，表 1 の結果を我々の

所属する研究室 A と他の研究室 B〜E でまとめ，最終参加

率と参加離脱率を算出した結果を表 3 に示す．この結果を

比較すると，研究室 A では最終参加率が低く，参加離脱率

は高くなっている． 

 
 

4.3 実験募集者に対するアンケート結果 
 本システムにより実験協力者をどのように集められたか

を調査するため，それぞれ 5 段階（1～5）で評価してもら

うアンケートを 2019 年度中に本システムを利用し，実験

協力者を募集した 18 人に回答してもらった．回答者を直

接募集による実験協力者の募集経験のある人とない人に分

け，それぞれの設問への回答の平均値を表 4 に示す．直接

募集の経験に関わらず，手軽さ，人数，早さ，今後の利用

の点は全体的に評価が高く，多様性や信頼性のある人を集

められるかを尋ねた項目は中間的な評価であった．直接募

集の経験によって評価の傾向に大きな差はなかった． 

 
4.4 Bot 登録者に対するアンケート結果 
 我々の研究室に導入している本システムを用いて 2019
年 12 月 4 日に Bot アカウント登録者にアンケート調査へ

の参加の募集を学部 1，2 年生に対して行った．2019 年 12
月 11 日を回答の締め切りとし，33 人の回答を得た．Bot ア
カウント登録者がどのような基準で実験協力の意思決定を

行っているか，利用の気楽さがあったかなどを調査するた

め，設問を用意した．なお，理由を問う設問については当

てはまるものをすべて，連絡方法については 1 つを選択し

てもらい，残りの設問は 5 段階（1～5）で回答してもらっ

た．設問に対する回答数や評価の平均値を表 5，6 に示す．

最後に，実験離脱した理由について聞いたところ，回答が

特に多かったものは時間的な都合が合わなくなったことと

それに次いで実験の難易度の高さであった． 

 
図 4 意思表示までの日数の度数分布図 

表 2 実験協力参加状況 

最終参加率 
1 日以内 

参加率 

5 日以内 

参加率 
参加離脱率 

17.63% 91.22% 96.37% 29.67% 

 

表 3 研究室別の運用結果 

 実験者 
募集 

件数 

平均 

募集人数 

最終 

参加率 

参加 

離脱率 

A 27 44 78.93 15.89% 32.03% 

B〜E 6 9 65.22 26.13% 18.12% 

 

表 4 実験者の直接募集経験別のアンケート結果 
 あり なし 全体 

回答者数 8 10 18 

手軽に利用できた 4.75 4.60 4.67 

人数を多く集められた 4.75 4.60 4.67 

早く集められた 4.75 4.30 4.50 

多様な人を集められた 3.75 3.40 3.56 

信頼できる人を集められた 3.00 2.70 2.83 

条件に合った人を集められた 4.25 3.60 3.89 

今後もシステムを利用したい 4.75 4.80 4.78 
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5. 考察 

5.1 運用結果に関する考察 
 Bot への登録は宣伝を行った後は自主的に行ってもらっ

ていたが，表 1 から多くの研究室に所属していない学生が

Bot を登録していたことがわかった．また，単純に登録だ

けでなく，多くの登録者を実験協力に参加させることがで

きたといえる．登録解除者数は導入日数とともに増えてい

くことがわかったが，毎年の新入生に登録してもらうこと

を考慮すれば少数であるため，運用に支障をきたす可能性

は低いと考えられる． 
 表 2 より，募集を行ってから 1 日以内の参加率が 9 割を

超えていることや，募集に対する意思表示が 1 日以内に集

中していたことから，募集を開始してから 1 日でほとんど

の協力者が集まり終わるということがいえる．そのため，

募集開始から 1 日で必要な人数が集まるかどうかの判断が

可能になり，他の実験協力者募集の方法と併用することや

実験設計を変更するなどの対応をすぐに取ることができる．

これは，時間がない状況での実験募集にとって特に大きな

利点である． 
 表 3 の研究室別の運用結果より，研究室 A では最終参加

率が低く，参加離脱率は高くなっている．これは，研究室

A で実施される実験に手作業で分類分けを行うデータセッ

ト構築などの長時間かかる難易度の高い実験タスクが多か

ったことが原因と考えられる．しかし表 4 の実験募集者に

対するアンケートでは，研究室 A も含め，どの研究室の回

答者も集まる人数について高く評価しており，今後も利用

したいと回答していたことから，本システムは様々な研究

室において十分に実験協力者を集めることができていたと

いえる． 
 次に，運用結果を募集が行われた実験の種類によって

様々な分析を行う．まず実験募集に報酬についての表記の

有無で分類を行い分析した結果を表 7 に示す．表中の 1 日

以内参加時間は，募集開始から 1 日以内の平均の参加時間

のことである．対応のない t 検定を行ったところ，報酬の

有無の条件では，参加時間や参加率には有意な差は見られ

なかったが，参加離脱率に有意な差が見られた．Bot 登録

者側の実験離脱の理由のアンケートでは，時間的な都合と

実験の難易度の高さの回答が多かったことから，報酬のあ

る実験は長期間のものや難易度が高いと判断されるものが

多く，離脱率が高くなったと考えられる． 
 表 8 は募集の行われた実験を，日程調整を行い実験者と

対面して行うようなオフライン実験と協力者の環境で行う

ことのできるようなオンライン実験の 2 つに分類し，さら

に実験の難易度として，実験に要する時間から著者が即時

（その場ですぐに終わるもの），短時間（1 日で完了するも

の），長時間（複数日かかるもの）に分類を行ったものであ

る．この結果より，オフライン実験の実験協力者の募集は，

オンライン実験に比べて参加時間が早いことがわかる．こ

れは，オフライン実験はオンライン実験に比べ，研究室の

専門分野に特化したものが多く，Bot 登録者の興味を惹く

ものが多かったためと考えられる．オンライン実験の 1 日

以内参加率は短時間で終了する実験が最も高く，オンライ

ンでできる手軽さと報酬があるものが多いことが理由であ

ると考えられる．しかし，参加離脱率は高く，即時の実験

協力者の募集との間に有意な差が見られたことから，実験

協力者が想定していた以上の難易度の実験タスクが多かっ

たことが考えられる． 

 

表 5 Bot 登録者アンケート結果（共通設問） 

Bot での実験協力経験 あり なし 全体 

回答者数 30 3 33 

Bot を 

登録した理由 

報酬 26 1 27 

興味 15 1 16 

紹介 14 3 17 

実験協力を 

しなかった理由 

報酬 11 1 12 

興味 9 1 10 

時間 10 1 11 

難易度 15 3 18 

実験者 0 0 0 

研究室への理解が深まった 3.47 2.00 3.33 

今後も Bot を利用したい 4.50 2.67 4.33 

 

表 6 Bot 登録者アンケート結果 
（システムからの実験協力経験あり） 

離脱経験者 21 

実験に協力した理由 

報酬 27 

興味 15 

時間 22 

難易度 1 

最も気軽だと思う連絡方法 

SNS 2 

メール 5 

LINE 3 

Bot 20 

実験協力することへの気軽さ 3.63 

 

表 7 報酬条件別の利用状況 

報酬 件数 
1 日以内 

参加時間 

1 日以内 

参加率 
参加離脱率 

あり 38 119.36 分 86.50% *33.58% 

なし 15 116.46 分 93.09% *19.74% 

*（p<.05） 
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 最後に，定員に到達した実験についての分析を行う．定

員に到達した理由は，実験自体に人気があったことと定員

数が少なく設定されていたことが考えられる．定員に到達

した 15 件の実験は，すべて報酬のあるオンライン実験で

あった．このことから，人気のある実験は報酬のあるオン

ライン実験である可能性が高いことがわかるが，報酬があ

るからこそ定員が絞られていたとも解釈できる．ここで，

これらの実験の募集時の通知メッセージを見ると，どのよ

うに実験を行うのか，締め切りはいつなのか，報酬はいく

らなのかを明確に記載しているものが多かった．反対に，

実験協力者の集まりが悪かった募集の通知メッセージは，

協力してください，という文面しかないなど通知メッセー

ジに詳細な情報がないものが多かった．このことから，他

の募集においても募集時のメッセージを工夫することで集

まる人数を増やすことができる可能性があると考えられる． 
5.2 実験者側に関する考察 
 実験者にとって本システムがどのような役割を果たした

かについて考察を行う．表 4 の実験者に行ったアンケート

結果から，本システムは手軽さ，人数，早さ，今後の利用

の点で評価が高く，実験協力者の募集の経験者も高く評価

している点から，直接募集と比較した場合においても本手

法が有効であることを示している．さらに，回答者の所属

研究室別にアンケート結果を比較したところ，これらの結

果に大きな差はなく，複数の研究室でも本手法が有用であ

ることが明らかとなった． 
 一方，多様性，信頼性，条件に合う人物の項目において

は中間的な評価であった．多様性と条件に合う人物は実験

協力者プールの登録者に依存する項目であるため，Bot を

さらに多くの人に登録してもらうことで改善ができると考

えられる．信頼性については，連絡なしの実験不参加や実

験当日での参加離脱などがあったことを確認しており，こ

れらの実験を行った実験者が低く評価したと考えられる．

これはシステム自体の気軽さが実験離脱の気軽さに繋がっ

ていることによるものであり，実験協力者に重いプレッシ

ャーをかけないという点では良いといえる． 

5.3 Bot 登録者側に関する考察 
 表 5 の Bot 登録者側のアンケート結果より，Bot を登録

した理由として報酬目的の回答がほとんどであった．しか

し，実際には報酬のない実験募集にも同等の反応を示して

いるため，報酬は登録のきっかけに過ぎないと考えられる． 
 Bot 登録者側の気軽さについて，表 5 より実験協力をし

なかった理由として，実験者を選択した人がいなかったこ

とから，実験者との関係性（今回の場合は先輩と後輩とい

う関係性）によって協力をしなかった人はいなかったとい

える．また，表 6 での最も気軽だと思う連絡方法として，

Bot を介してメッセージのやり取りを行う方法を回答した

人が最も多かった．他の方法は実験者との連絡先の交換を

行わなければならないため，気楽さがないと思われている

可能性が高い．実験協力への気軽さは平均で 3.63 と中間的

な評価であった．これは，場合によっては実験者と連絡を

取らなければいけないという部分が影響していると考えら

えられる．これは本システムのみならず，実験協力の募集

全体にいえることであるため，本システムによってこれが

低減されている可能性は十分考えられる． 
 次に，研究室に所属していない Bot 登録者の教育的観点

について考察を行う．「Bot を登録した理由」の設問では，

報酬に次いで興味の回答が多かった．「実験協力した理由」

の設問でも興味の回答が 30 人中 15 人と少なくない．この

ことから，研究室や研究活動への興味をもっている学部 1，
2 年生の学生が多いということがわかる．本システムによ

り，こういった学生に実験協力の機会を与えることに繋が

ったといえる．また，「研究室への理解が深まった」の設問

では，実験協力をしなかった回答者に比べて実験協力をし

た回答者の方が高かった．つまり，実験協力をすることに

よって研究室への理解や興味を深めることができ，教育的

観点においても Bot の有用性が考えられる． 
 実験に参加しなかった理由として，実験タスクの難易度

が高いことが最も多く，次いで報酬，時間的な都合であっ

た．難易度や報酬については実験者が行う実験自体に依存

する要素であるが，時間的な都合については募集の時間帯

を変えることによって改善ができる可能性が考えられる．

そこで，実験協力者の募集が送信された時間を基準に明治

大学の学年暦を参考に 3 種類の時間帯（平日昼・平日朝夜・

休日）に分類を行い，それぞれの時間帯に対しての反応に

ついて表 9 に示す．これらには有意な差は見られなかった

ため，募集を行う時間帯による反応の早さ，参加率には違

いは今回の結果からは確認できなかった．しかし，この結

果を言い換えれば夜間や休日といった時間帯でも平日の昼

間と同様に募集に反応してもらえるということである．こ

れは，コミュニケーションチャネル内で通知を行うことに

よるものであると考えられる． 

表 8 実験種別の利用状況 

種

別 
所要時間 件数 

1 日以内 

参加時間 

1 日以内 

参加率 
参加離脱率 

オ

フ 

即時 0    

短時間 14 99.10 分 89.91% 31.16% 

長時間 9 69.36 分 *194.61% 19.83% 

オ

ン 

即時 12 116.64 分 89.51% *318.24% 

短時間 14 109.25 分 *294.89% *340.37% 

長時間 4 110.52 分 *1,280.54% 41.59% 

*（p<.05） 
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6. まとめと今後の課題 

 大学の研究室に所属する学生による実験協力者の募集に

は様々な実験協力者の募集の方法があり，それぞれに利点

と欠点があった．我々はこれまでに，従来の実験協力者の

募集方法の利点を分析し，日常的に利用するコミュニケー

ションチャネル内で実験協力者としてふさわしい，研究室

に所属していない適切な距離の学生を中心に実験協力者の

募集を行う手法を提案し，LINE Bot としてプロトタイプシ

ステムを運用してきた[4][5]．本稿ではプロトタイプシステ

ムを改善し，手法の有用性や特性について調査するため，

運用する研究室を増やし複数の研究室で長期的に運用を行

った．今回の運用から，研究室，時間帯，実験内容，報酬

の有無によって集まる早さ，人数については大きな差はな

いことがわかった．実験協力者プールに登録する際の登録

者のモチベーションは報酬目的が多かったが，実際に実験

募集を行うと報酬がない場合でも参加することがわかった．

これらのことから，提案手法は従来の募集方法に比べ様々

な実験の協力者を募集することができるため，汎用的な募

集方法であるといえ，実験者へのアンケート結果から直接

募集よりも手軽で，早く，多くの人数を集めることに役立

つと考えられる． 
 一方，募集開始から 1 日以内に 9 割以上の募集に対する

反応が集まるため，1 日を過ぎても必要な人数が集まらな

かった場合，募集メッセージの工夫により集まる人数が増

える可能性があることもわかった．それでも集まらない場

合は，別の方法を併用して実験協力者を集めることを検討

するべきであることもわかった．時間が少ない状況におい

ての実験協力者の募集において，1 日で集まる人数が見込

めるという提案手法の強みでもある．また，実験協力者を

研究室に所属していない学生にすることによって，本シス

テムが研究や研究室への理解を深め，興味を持たせること

に役立つことも示唆された． 
 今後は，実験者がより実験に積極的に参加できるように

するための工夫を行っていく．例えば，実験協力し，達成

するとポイントがもらえ，Bot 内でポイントのランキング

を表示するといったゲーム要素をシステムに取り入れるこ

とが考えられる．また，日程調整のある実験や難易度の高

い実験は協力すると高ポイントがもらえる，といったよう

にすることで離脱率の高かった実験に協力するメリットを

増やし，離脱率の低減につながることが期待できる． 
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表 9 時間帯別の利用状況 

時間 件数 
1 日以内 

反応時間 

1 日以内 

反応率 

1 日以内 

参加時間 

1 日以内 

参加率 

昼 24 110.48 分 84.62% 96.82 分 92.96% 

朝夜 11 148.76 分 77.57% 108.15 分 83.72% 

休日 18 110.80 分 79.11% 103.86 分 93.50% 
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